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25年度 26年度 27年度 1,681,021 1,681,021 1,865,967 1,865,967

1 総
庁舎維持管理
事務

庁舎を適切に維
持管理します。

市民

定
例
定
型

庁舎１㎡当たり
のｴﾈﾙｷﾞｰ（電
気・灯油）の使
用量（原油換
算）の削減（平
成２2年度比）

４％ ６％ ９％ 196,155 18.75%

昨年度に引き続き、電
気使用量を中心に削減
を図り、成果が出てい
る。

Ａ 215,846

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

5%/年

庁舎１㎡当
のエネル
ギー使用量
割合（原油
換算）（平
成２１年度
比）

27

冷暖房機の輪
番運転、室温
調整及び蛍光
灯本数削減等
を実施しま
す。

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

1
庁舎維持管理
事務

清掃、警備、総
合管理、保守点
検等の業務

維持管理業務
数

２５事業 ２４事業 124,209
清掃、警備、総
合管理、保守点
検等の業務

維持管理業務
数

２５事業 132,957

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

庁舎の修理及び
工事

修理・工事箇
所数

９０箇所 ５８箇所 6,634
庁舎の修理及び
工事

修理・工事箇
所数

５０箇所 10,265

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

庁舎内の光熱水
費の削減

庁舎１㎡当た
りのｴﾈﾙｷﾞｰ
（電気・灯
油）の使用量
（原油換算）
の削減（平成
２２年度比）

１７％ 18.75％ 60,479
庁舎内の光熱水
費の削減

庁舎１㎡当た
りのｴﾈﾙｷﾞｰ
（電気・灯
油）の使用量
（原油換算）
の削減（平成
２２年度比）

１７％ 58,670

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

5%/年

庁舎１㎡当
のエネル
ギー使用量
割合（原油
換算）（平
成２１年度
比）

27

冷暖房機の輪
番運転、室温
調整及び蛍光
灯本数削減等
を実施しま
す。

1
庁舎維持管理
事務

駐車場誘導・認
証機承認配置事
務

駐車場誘導・
認証機承認配
置事務

平成26年3
月

平成26年3
月

4,833
駐車場誘導・認
証機承認配置事
務

駐車場誘導・
認証機承認配
置事務

平成27年3
月

13,954

業
務
計
画

1
庁舎維持管理
事務

ＰＰＳ導入検討
関係課かいと
の調整

平成26年3
月

平成26年3
月

ＰＰＳ導入
関係課かいと
の調整

平成２６年
１０月

業
務
計
画

あり(25
年度に追
加)

⑥市役所の変
革

平成26年度 ＰＰＳ導入 26

光熱費の削減
のためＰＰＳ
の活用を図っ
てまいりま
す。

1
庁舎維持管理
事務

新庁舎総合管理
委託の検討

新庁舎総合管
理委託の検討

新庁舎総合管理
委託の検討

新庁舎総合管
理委託の検討

平成27年3
月

業
務
計
画

2 総
市庁舎駐車場
有料化（庁舎
関連事業）

市庁舎利用者の
利便性向上や不
正利用防止の観
点、また行政拠
点地区駐車場の
相互利用を図る
ため有料化に向
けて検討をおこ
ないます。

市民
政
策

進捗状況
駐車場有料化
に関する基本
方針策定

基本方針に基
づく有料化の

推進

有料化実施に
向けた各種手
続きの推進

25年度末

関係部課かいとの連携
を図りながら、行政拠
点地区駐車場のあり方
に関する基本的な考え
方の策定を行った。

Ａ
業
務
計
画

あり
⑤受益者負担
の適正化

平成２７年度
市役所駐車
場の有料化
実施

27

駐車場有料化
を実施し、利
用の適正化と
駅周辺の交通
環境改善を図
る。

不可 未 高 中 中 現状維持

予
算
な
し

2
市庁舎駐車場
有料化（庁舎
関連事業）

行政拠点地区に
おける駐車場有
料化に伴う関連
施設との整合

関係課かいと
の調整

２６年３月
平成26年3
月

行政拠点地区に
おける駐車場有
料化に伴う関連
施設との整合

関係課かいと
の調整

２７年３月

業
務
計
画

あり
⑤受益者負担
の適正化

平成２７年度
市役所駐車
場の有料化
実施

27

駐車場有料化
を実施し、利
用の適正化と
駅周辺の交通
環境改善を図
る。

3 総
市民総合賠償
保険及び建物
損害保険事務

的確かつ迅速に
保険加入手続き
を行います。

施設利
用者

定
例
定
型

保険契約件数 ２件 ２件 ２件 1,987 ２件
保険請求事務を適切か
つ迅速に行った。 Ａ 1,991 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

維
持

3
市民総合賠償
保険及び建物
損害保険事務

保険加入及び保
険請求の手続

適切処理率 100％
１００％
（３件）

1,987
保険加入及び保
険請求の手続

適切処理率 100％ 1,991

4 総
庁舎使用許可
事務

法令・規則を遵
守し、適切な行
政処分を行いま
す。

使用申
請者

定
例
定
型

使用許可件数
２０件
（１００件）

２０件
（１００件）

２０件
（１００件）

187件
例規等の遵守に留意
し、迅速かつ適切な処
理を実施した。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

4
庁舎使用許可
事務

庁舎使用許可申
請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％
１００％
(１８７件)

庁舎使用許可申
請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％

4
庁舎使用許可
事務

許可証の交付 使用許可件数 １００件 １８７件 許可証の交付 使用許可件数 １００件

5 総 消防訓練事務

自営消防組織と
して各職員の役
割に対する認識
と、災害に対す
る認識を高めま
す。

市民及
び職員

定
例
定
型

訓練実施回数 年２回 年２回 年２回 年2回

訓練時により実践的な
災害時応急対応につい
て参加職員に説明を
行った。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

5 消防訓練事務
避難訓練・消防
訓練の実施

訓練実施回数 年２回 年２回
避難訓練・消防
訓練の実施

訓練実施回数 年2回

6 総
会議室貸出事
務

会議室を適切に
貸し出します。

職員

定
例
定
型

年度優先使用調
整回数

年１回 年１回 年１回 年1回
会議室予約システムへ
の入力事務を適正に実
施した。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

6
会議室貸出事
務

会議室の年度優
先使用の調整

年度優先使用
調整回数

年１回 年１回
会議室の年度優
先使用の調整

年度優先使用
調整回数

年１回

6
会議室貸出事
務

会議室予約シス
テムに入力事務

会議室予約シ
ステムに入力
件数

3,000件 2,513件
会議室予約シス
テムに入力事務

会議室予約シ
ステムに入力
件数

2,500件

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

用地管財課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成
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今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

用地管財課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

7 総 電話交換事務
電話交換業務を
適切に行いま
す。

市民

定
例
定
型

開庁時間内の電
話交換体制

４人 ４人 ４人 5,053 4人

目標とする体制人数に
より、迅速かつ的確な
電話交換業務を行っ
た。

Ａ 5,232 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

7 電話交換事務
開庁時間内の電
話交換

開庁時間内の
電話交換体制

４人 ４人 5,053
開庁時間内の電
話交換

開庁時間内の
電話交換体制

４人 5,232

7 電話交換事務
新庁舎電話交換
対応検討

関係課かいと
の調整

平成26年3
月

平成26年3
月

新庁舎電話交換
対応検討

関係課かいと
の調整

平成26年9
月

8 総
電話施設管理
事務

電話設備を適切
に管理します。

市民及
び職員

定
例
定
型

保守点検回数 １２回 １２回 １２回 1,355 12回

庁内電話設備の保守点
検を適切に実施した。
また、設備の故障や不
具合等に迅速に対応し
た。

Ａ 1,542 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

8
電話施設管理
事務

電話交換設備及
び庁内電話設備
の保守委託業務

保守点検回数 １２回 １２回 1,355
電話交換設備及
び庁内電話設備
の保守委託業務

保守点検回数 １２回 1,542

8
電話施設管理
事務

電話交換設備及
び庁内電話設備
の保守委託業務

に統合

電話交換設備及
び庁内電話設備
の保守委託業務
に統合

9 総
市有財産管
理・処分事務

計画的かつ効率
的な維持管理、
市有財産台帳の
適正管理、適切
な契約手続きを
行い、不要財産
を処分し財源の
確保を推進しま
す。

市有財
産取得
希望者

定
例
定
型

貸付及び売り払
い収入

150万円 150万円 150万円 4,414
6,381,08
1円

計画的かつ効率的な維
持管理、市有財産台帳
の適正管理を行った。
また適切な契約手続き
を行い、不要財産を処
分し目標を超える収入
を得た。

Ａ 6,329

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

143,000千円

売却、貸付
による収入
見込み（26
年度から27
年度累計）

27

活用予定のな
い市有地の売
却、貸付及び
交換を進め
る。

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の定期
的な維持管理等

適切な維持管
理のための保
険事務処理率

１００％
１００％
（６本）

3,846
市有財産の定期
的な維持管理等

適切な維持管
理のための保
険事務処理率

１００％ 3,882

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の草刈
り等の日常業務

日常の管理の
箇所数

３箇所 ２箇所 111
市有財産の草刈
り等の日常業務

日常の管理の
箇所数

３箇所 1,502

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

年度更新し最新
の台帳を整備

平成２４年度
台帳の整備期
限

平成２５年
６月

平成２５年
６月

年度更新し最新
の台帳を整備

平成２５年度
台帳の整備期
限

平成２６年
６月

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の交換
契約の締結業務

適切な交換契
約の締結割合

１００％
１００％
（９件）

市有財産の交換
契約の締結業務

適切な交換契
約の締結割合

１００％

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

財産売払収入に
係る事務

貸付及び売り
払い収入

150万円 6,381,081
財産売払収入に
係る事務

貸付及び売り
払い収入

390万円

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

143,000千円

売却、貸付
による収入
見込み（26
年度から27
年度累計）

27

活用予定のな
い市有地の売
却、貸付及び
交換を進め
る。

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の売買
時におる不動産
鑑定、測量（委
託）

不動産鑑定物
件数、測量件
数

５件 １件 457

市有財産の売買
時におる不動産
鑑定、測量（委
託）

不動産鑑定物
件数、測量件
数

4件 945

業
務
計
画

9
市有財産管
理・処分事務

市有財産の評価 評価件数 １９００件 １８５２件 市有財産の評価 評価件数 １９００件

業
務
計
画

10 総
普通財産の貸
付に関する事
務

的確かつ迅速な
貸付手続きを実
施します。
普通財産活用の
促進による財源
を確保します。

市民及
び普通
財産借
受希望
者

定
例
定
型

申請件数
１０件
（２０件）

１０件
（２０件）

１０件
（２０件）

27件
目標件数を上回る貸付
を適正に実施した。 Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

維
持

10
普通財産の貸
付に関する事
務

普通財産の貸付
に関する事務

申請件数 ２０件 ２７件
普通財産の貸付
に関する事務

申請件数 ２０件

11 総
行政財産の使
用許可に係る
事務

法令・規則を遵
守し、適切な行
政処分を行いま
す。

使用申
請者

定
例
定
型

申請件数 ３０件 ３０件 ３０件 ３２件

許可申請書について、
市有財産規則に従い適
切な許可事務を実施し
た。また、本庁舎、分
庁舎のエレベーター扉
を活用し広告収入を得
た。

Ａ
業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

230万円

市庁舎エレ
ベータ－広
告事業の広
告料

26

本庁舎、分庁
舎のエレベー
ター扉を活用
し広告収入を
得ます。

不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

11
行政財産の使
用許可に係る
事務

行政財産の使用
許可申請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％
１００％
（３２件）

行政財産の使用
許可申請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％

業
務
計
画
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目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

用地管財課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

11
行政財産の使
用許可に係る
事務

行政財産の使用
許可

使用許可件数 ３０件 ３２件
行政財産の使用
許可

使用許可件数 ３０件

業
務
計
画

11
行政財産の使
用許可に係る
事務

広告掲出に係る
行政財産の使用
許可

使用許可件数 １５件 ８件
広告掲出に係る
行政財産の使用
許可

使用許可件数 １５件

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

230万円

市庁舎エレ
ベータ－広
告事業の広
告料

26

本庁舎、分庁
舎のエレベー
ター扉を活用
し広告収入を
得ます。

12 総
不動産評価委
員会に係る事
務

評価委員が適正
な審議を行える
ように、様々な
視点で諮問案件
資料の作成を行
います。

市民

定
例
定
型

評価委員会開催
回数

４回 ４回 ４回 182 3回

開催回数は３回であっ
たが、いずれも適切な
事務処理を行っており
成果が出ている。

Ａ 240 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

12
不動産評価委
員会に係る事
務

不動産評価委員
会の開催

評価委員会開
催回数

４回 ３回 182
不動産評価委員
会の開催

評価委員会開
催回数

４回 240

13 総 嘱託登記事務
嘱託登記を的確
かつ迅速に処理
します。

市民及
び職員

定
例
定
型

処理件数
９５件
（１００件）

９５件
（１００件）

９５件
（１００件）

140件

依頼課との調整及び法
務局との協議を実施
し、目標を上回る件数
を適切に処理した。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

13 嘱託登記事務
各課依頼による
嘱託登記の申請

処理件数 １００件 １４０件
各課依頼による
嘱託登記の申請

処理件数 １００件

14 総
備品の管理事
務

備品の適切な管
理及び処分を行
います。

職員

定
例
定
型

備品の適正な管
理

１００％ １００％ １００％ 100%

インターネットによる
売却は行わなかった
が、不要となったブル
ドーザーを売却した。

Ａ なし 不可 未 中 高 中 現状維持

予
算
な
し

14
備品の管理事
務

会計課から送付
される備品台帳
の管理

備品の適正な
管理

１００％ １００％
会計課から送付
される備品台帳
の管理

備品の適正な
管理

１００％

14
備品の管理事
務

インターネット
売却システムを
利用した不要物
品の処分

適切な売却処
分割合

１００％ ０％

インターネット
売却システムを
利用した不要物
品の処分

適切な売却処
分割合

１００％

15 総 車両管理事務

車両の効率的な
利用を促進し、
システム活用に
よる効率的な利
用と使用削減に
よる環境負荷削
減を実現しま
す。

職員

定
例
定
型

1台当りの燃料使
用量の削減（平
成２１年度比）

２％ ２％ ２％ 29,389

２．５％
(２１年
度比）

適切な車両管理事務を
行うとともに、燃料使
用量（市内）削減につ
いて目標を達成した。

Ａ 32,009 あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

３５台

契約台数
（平成２６
年度から平
成２７年度
累計）

27

公用車両側面
を広告掲載ス
ペースとして
活用し、自主
財源の確保を
図ります。

不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

15 車両管理事務

自賠責保険・任
意保険の加入及
び重量税等の支
払い業務

加入及び支払
事務の適正処
理率

１００％ １００％ 13,484

自賠責保険・任
意保険の加入及
び重量税等の支
払い業務

加入及び支払
事務の適正処
理率

１００％ 14,304

15 車両管理事務
自動車運転員に
よる共用自動車
の運転業務

安全運転講習
の実施

１回 １回 4,450
自動車運転員に
よる共用自動車
の運転業務

安全運転講習
の実施

１回 4,692

15 車両管理事務

自動車及び自転
車の配車システ
ム及び紙台帳に
よる貸出業務

配車システム
及び紙台帳の
適正な管理の
実施率

１００％ １００％ 1,896

自動車及び自転
車の配車システ
ム及び紙台帳に
よる貸出業務

配車システム
及び紙台帳の
適正な管理の
実施率

１００％ 1,805

15 車両管理事務
車両の車検等の
手続き及び日常
の修理点検業務

車検及び点検
等の実施率

１００％ １００％ 4,548
車両の車検等の
手続き及び日常
の修理点検業務

車検及び点検
等の実施率

１００％ 5,756

15 車両管理事務
自動車台帳の整
備

整理業務の適
正処理率

１００％ １００％
自動車台帳の整
備

整理業務の適
正処理率

１００％

15 車両管理事務 エコ運転の実施

エコ運転によ
る1台当りの燃
料使用量の削
減

２％　（２
１年度比）

２．５％
(２１年度
比）

5,011 エコ運転の実施

エコ運転によ
る1台当りの
燃料使用量の
削減

２％　（２
１年度比）

5,452

15 車両管理事務
緊急通行車両申
請の取りまとめ
と届出及び管理

新規・変更の
届出件数

３０件 ３２件
緊急通行車両申
請の取りまとめ
と届出及び管理

新規・変更の
届出件数

３０件

15 車両管理事務
車両広告掲載に
係る契約

契約台数 １３台 １５台
車両広告掲載に
係る契約

契約台数 １６台 あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

３５台

契約台数
（平成２６
年度から平
成２７年度
累計）

27

公用車両側面
を広告掲載ス
ペースとして
活用し、自主
財源の確保を
図ります。

16 総 車両購入事務

適切な車両利用
を促進すること
で管理コスト削
減を目指すとと
もに、使用削減
による環境負荷
削減を実現しま
す。

職員
政
策
車両入替台数 ３台 ３台 ３台 2,460 3台

共用庁用自動車が３台
増車となったが、適切
に管理を行った。

Ａ 3,621 なし 不可 未 中 高 中 現状維持
維
持
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②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

16 車両購入事務 車両購入 購入台数 ３台 ３台 2,460 車両購入 購入台数 ３台 3,621

17 総

自動車事故処
理及び賠償額
の調整に関す
る事務

自動車事故に対
する迅速な処理
を行います。

職員

定
例
定
型

自動車事故の適
切な処理業務の
実施率

１００％ １００％ １００％ 0
100%

（24件）

自動車事故の内容に応
じた処理を適切かつ迅
速に実施した。合わせ
て注意喚起を行った。

Ａ 100 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

17

自動車事故処
理及び賠償額
の調整に関す
る事務

自動車事故の処
理業務

自動車事故の
事故の適切な
処理事務の実
施率

１００％
１００％
(２４件）

0
自動車事故の処
理業務

自動車事故の
事故の適切な
処理事務の実
施率

1 100

18 総
農協ビル契約
事務

さがみ農業協同
組合との賃貸借
契約を適切に行
います。

利用者

定
例
定
型

変更契約時又は
契約更新時にお
ける適切な契約
実施率

１００％ １００％ １００％ 100%

さがみ農業協同組合及
び農協ビルの使用課と
の調整を実施し、適切
な契約更新を実施し
た。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

18
農協ビル管理
事務

相手方との賃貸
契約

変更契約時又
は契約更新時
における適切
な契約実施率

１００％ １００％
相手方との賃貸
契約

変更契約時又
は契約更新時
における適切
な契約実施率

1

19 総
ネスパ茅ヶ崎
ビル維持管理
事務

ネスパ茅ヶ崎ビ
ルを適切に維持
管理します。

市民窓口
センター
及び市民
ギャラ
リーを使
用する者

定
例
定
型

業務適正執行率 １００％ １００％ １００％ 33,073
100%

(365日）
修繕等の業務を的確か
つ迅速に実施した。 Ａ 15,784 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

維
持

19
ネスパ茅ヶ崎
ビル維持管理
事務

保守点検及び修
繕業務の委託

業務の適正実
施率

１００％ １００％ 33,073
保守点検及び修
繕業務の委託

業務の適正実
施率

1 15,784

20 総
コミュニティ
ホール管理事
務

利用する市民が
快適・安全に利
用できるよう、
適切な維持管理
を行います。

市民

定
例
定
型

使用承認件数
（一般利用者）

７００件
(５００件）

７００件
(５００件）

７００件
(５００件）

6,857 430件

市主催事業の使用が多
く、一般利用者の使用
区分が減少し、使用件
数が目標値に達してい
ないが、適切な維持管
理は行った。

Ａ 8,583 なし 不可 未 高 中 高 現状維持
維
持

20
コミュニティ
ホール管理事
務

コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％ １００％
コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

受付事務の適
正処理率

1

20
コミュニティ
ホール管理事
務

コミュニティ
ホールの使用承
認

使用承認の件
数（一般利用
者）

５００件 ４３０件 56
コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

使用承認の件
数（一般利用
者）

５００件 574 なし

20
コミュニティ
ホール管理事
務

コミュニティ
ホールの使用承
認

使用承認の件
数（市主催事
業等）

５００件以
下

７５５件
コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

使用承認の件
数（市主催事
業等）

５００件以
下

20
コミュニティ
ホール管理事
務

コミュニティ
ホールの管理及
び設備保守の委
託

管理及び保守
委託業務の実
施率

１００％ １００％ 6,801
コミュニティ
ホールの使用申
請の受付

管理及び保守
委託業務の実
施率

1 8,009 なし

21 総
信託ビルの維
持管理事務

信託ビルを適切
に管理します。

市民

定
例
定
型

ビル共益費及び
管理委託料の支
払い回数

１２回 １２回 １２回 10,004 12回
適切に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ 13,895 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

21
信託ビルの維
持管理事務

受託者との協
議、市有部分ビ
ル共益費及び管
理委託の支払
い、信託に関す
る業務等

ビル共益費及
び管理委託料
の支払回数

１２回 １２回 10,004

受託者との協
議、市有部分ビ
ル共益費及び管
理委託の支払
い、信託に関す
る業務等

ビル共益費及
び管理委託料
の支払回数

１２回 13,895

22 総
財政調整基金
管理事務

財政調整基金の
適正管理を行い
ます。

職員及
び市民

定
例
定
型

会計伝票の適正
処理率

１００％ １００％ １００％ 6,575 100%
適切に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ 12,810 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

22
財政調整基金
管理事務

財政調整基金の
取り崩し、積
立、利子収入の
会計事務

会計伝票の適
正処理率

１００％ １００％ 6,575

財政調整基金の
取り崩し、積
立、利子収入の
会計事務

会計伝票の適
正処理率

1 12,810

23 総

公共用地先行
取得事業特別
会計繰出金に
係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
への繰出金の適
正な支出手続き
を実施します。

市民
政
策
用地購入時の繰
出金の支出期限

平成２６年３
月

平成２７年３
月

平成２８年３
月

349,386
平成26年
3月

適切に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ 268,546 なし 不可

23

公共用地先行
取得事業特別
会計繰出金に
係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
繰出金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 349,386
公共用地先行取
得事業特別会計
繰出金

支出に係る事
務の適正処理
率

1 268,546

24 総
地価公示価格
の閲覧に関す
る事務

一般の土地取引
価格に対する指
標とします。

市民・
事業者

定
例
定
型

閲覧及び配布件
数

１００件 １００件 １００件 100件
適切に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ なし 不可 未 中 高 中 現状維持

予
算
な
し

24
地価公示価格
の閲覧に関す
る事務

地価公示価格の
一覧表の閲覧・
窓口配布

受付事務の適
正処理率

１００％
１００％
（100件）

地価公示価格の
一覧表の閲覧・
窓口配布

受付事務の適
正処理率

１００％
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今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

④
継
続
性

予
算
の
方
向
性

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

目標値
活動

活動量・サービス量活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動指標の

名称

必要性

③
成
果

指標・目標

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
画実績値

活動

活動指標の
名称

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

用地管財課

財産を適正に管理する

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

活動

用地管財課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

25 総
公共用地の取
得事務

事業課より依頼
を受けたものの
契約締結を行い
ます。

地権者
・

権利者

定
例
定
型

契約締結件数 １００件 ５０件 ５０件 79件
適切に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ
業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

25
公共用地の取
得事務

税務署との事前
協議（変更協議
を含む。）

協議件数
必要に応じ
た件数

２５件
税務署との事前
協議（変更協議
を含む）

協議回数
必要に応じ
た件数

業
務
計
画

25
公共用地の取
得事務

土地所有者等と
の買収交渉事務

適切な買収交
渉

必要に応じ
た回数

３７５回
土地所有者との
買収交渉事務

適切な買収交
渉

必要に応じ
た回数

業
務
計
画

25
公共用地の取
得事務

土地売買契約の
締結

契約締結率 １００％
１００％
（７９件）

土地売買契約の
締結

契約締結率 １００％

業
務
計
画

25
公共用地の取
得事務

嘱託登記
適切な嘱託登
記割合

１００％
１００％
（105件）

嘱託登記
適切な嘱託登
記割合

１００％

業
務
計
画

25
公共用地の取
得事務

収用証明書等の
発行

適切な証明書
発行割合

１００％
１００％
（137件）

収用証明書等の
発行

適切な証明書
発行割合

１００％

業
務
計
画

25
公共用地の取
得事務

不動産鑑定士へ
の業務委託

適切な業務委
託割合

１００％
１００％
（28件）

不動産鑑定士へ
の業務委託

適切な業務委
託割合

１００％

業
務
計
画

26 総
公共用地の取
得に係る補償
事務

事業課より用地
取得の依頼を受
けたものに伴う
補償対象者との
契約締結を行い
ます。

補償対
象者

定
例
定
型

契約締結件数 ３０件 ３０件 ３０件 19件
補償事務を適正に行
い、必要とされる補償
契約を締結した。

Ａ
業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

26
公共用地の取
得に係る補償
事務

家屋等の支障物
件への補償契約
の締結

契約締結率 １００％
１００％
（19件）

家屋等の支障物
件への補償契約
の締結

契約締結率 １００％

業
務
計
画

26
公共用地の取
得に係る補償
事務

補償コンサルタ
ントへの業務委
託

適切な業務委
託割合

１００％
１００％
（８件）

補償コンサルタ
ントへの業務委
託

適切な業務委
託割合

１００％

業
務
計
画

27 総

庁内の公共用
地取得対策の
総合調整に関
する事務

事業課より依頼
を受けた公共用
地の取得計画及
び予算の算定を
行います。

事業課

定
例
定
型

連絡調整件数 １００回 １００回 １００回 １２０回
適切に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

27

庁内の公共用
地取得対策の
総合調整に関
する事務

年度計画を策定
し、事業課との
調整を図る

連絡調整回数
必要に応じ
た回数

１２０回
年度計画を策定
し、事業課との
調整を図る

連絡調整回数
必要に応じ
た回数

28 総
土地開発公社
に係る事務

保有期間５年以
上の土地開発公
社保有土地の簿
価総額の縮減を
行い経営健全化
を図ります。

土地開
発公社

政
策

５年以上保有土
地の経営健全化
指数

０．１以下 ０．１以下 ０．１以下 500,000 0.06
適切に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ 500,000

業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

28
土地開発公社
に係る事務

公社の経営健全
化の推進

５年以上保有
土地の経営健
全化指数

０．１以下 ０．０６
公社の経営健全
化の推進

５年以上保有
土地の経営健
全化指数

０．１以下

業
務
計
画

28
土地開発公社
に係る事務

市から公社への
運営資金貸付

貸付額 ５億円 ５億円 500,000
市から公社への
運営資金貸付

貸付額 ５億円 500,000

業
務
計
画

29 総
公債費元金償
還に係る事務

公共用地先行取
得事業債元金償
還金の適正な支
出手続きを実施
します。

市民
政
策

支出に係る事務
の適正処理率

１００％ １００％ １００％ 348,901 100%
適正に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ 623,524 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

29
公債費元金償
還に係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
市債償還金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 348,901
公共用地先行取
得事業特別会計
市債償還金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 623,513

29
公債費元金償
還に係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
市債償還手数料

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 11

30 総
公債費利子支
払に係る事務

公共用地先行取
得事業債利子償
還金の適正な支
出手続きを実施
します。

市民
政
策
支出に係る事務
の適正処理率

１００％ １００％ １００％ 11,873 100%
適正に事務処理を行っ
ており成果が出てい
る。

Ａ 11,171 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

30
公債費利子支
払に係る事務

公共用地先行取
得事業特別会計
市債利子

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 11,873
公共用地先行取
得事業特別会計
市債利子

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 11,171
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名称

必要性

③
成
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指標・目標
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決算額

決算内訳（千円）

平成２６年度計画

業
務
計
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客
）

事
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事務事業の
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事務事業
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事務事業名
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用地管財課
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事業の指
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②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

31 総
公有財産先行
取得に係る事
務

公共若しくは公
共用に供する土
地又は公共の利
益のために取得
する必要のある
土地の適正な先
行取得を行いま
す。

市民
政
策

用地取得 １００％ １００％ １００％ 173,099 22.1％

事業用地の先行取得に
ついて繰越したが、適
切に事務処理を行って
おり成果が出ている。

Ｃ 144,464 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

31
公有財産先行
取得に係る事
務

公共事業に伴う
用地を先行取得
する

契約締結率 １００％ ０％ 0
公共事業に伴う
用地を先行取得
する

契約締結率 １００％ 10,392

31
公有財産先行
取得に係る事
務（繰越分）

公共事業に伴う
用地を先行取得
する

契約締結率 １００％ ２６．１％ 173,099
公共事業に伴う
用地を先行取得
する

契約締結率 １００％ 119,881

31
公有財産先行
取得に係る事
務

一般会計繰出金
支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 14,191

32 総

内部情報系シ
ステム最適化
(会議室管
理・公用車管
理）

茅ヶ崎市情報シ
ステム最適化計
画の目的であ
る、「公平性・
透明性の高い調
達」、「体系的
な情報システム
の管理」、
「トータルコス
トの削減」を踏
まえ、庁内業務
運営の簡素化、
効率化、合理化
及びＩＴガバナ
ンスの向上に資
することを目的
とします。

職員
政
策
管理日数 ３６５日 ３６５日 ３６５日 365日

従来からのシステムを
改め、新たなシステム
を導入し、適切に事務
処理を行っており成果
が出ている。

Ａ なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

32

内部情報系シ
ステム最適化
(会議室管
理・公用車管
理）

セキュリティを
確保しながら、
内部情報系シス
テムの情報の管
理、システム運
用を行う

業務の適正管
理率

１００％ １００％

セキュリティを
確保しながら、
内部情報系シス
テムの情報の管
理、システム運
用を行う

業務の適正管
理率

１００％

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う
諸現象による同
時多発的な災害
が発生し他場合
に、被害を軽減
し、応急対策活
動を課として迅
速的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害対策本部運
営マニュアル班
別担当分担表に
よる課員への周
知

マニュアルの
検証及び見直
し

年１回 年１回
応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年４月
及び10月

888
災害応急対策
活動

災害時における
自動車輸送の協
力協定に基づく
応援要請（災害
発生時）

自動車輸送協
定先への応援
要請

随時 実績なし
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年４月
及び10月

888
災害応急対策
活動

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

888
災害応急対策
活動

統括調整部救援
物資対策班の応
急対策活動の習
熟

統括調整部救
援物資対策班
での訓練・研
修等の実施

２回

888
災害応急対策
活動

災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

１回

888
災害応急対策
活動

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

２回

888 総 庁内共通業務 258 258 280 280 不可 未 中 高 中 現状維持
維
持


